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審査請求書	

	

２０１９年	 １	 月	 	 日	

国土交通大臣殿	

	

請求人	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 印	 	 	

	

１．請求人の氏名・住所	

	 	 氏名：		

	

	 	 住所：	

	

	

	

２．請求に係る処分	

	 	 	 国土交通省が行った、２０１８年（平成３０年）１０月１７日付の、平成３０年３月２０日付で申

請のあった中央新幹線品川・名古屋間建設工事の大深度地下使用を認可した処分。	

	

３．請求に係る処分を知った日	

	 	 ２０１８年（平成３０年）１０月１８日	

	

４．請求の趣旨	

	 	 「上記２項の処分を取り消す」との決定を求める。	

	

５．	請求の理由	

①	 請求人は、上記の処分（以下本件処分という）の対象である大深度地下に使用される用地内に、土

地を所有し、居住している。	

	

②	 憲法２９条は財産権を保障しているが、財産権の主要なものとしての土地の所有権は、特に厳正に

保障されるべきである。ところが、大深度地下法（以下本法という）は、土地の所有者又は「その土

地の付近地の住民」(１９条)に、何ら連絡せず、リニア新幹線について具体的な説明をせずに、一方

的に請求人土地の使用を認可したもので、憲法２９条に違反し、違憲無効である。また、財産権を保

障する民法に違反している。従って、無効な本法に基づく本件処分は違法であり、取り消されるべき

である。	

	

③		本件処分は、請求人の土地の下に直径14ｍのリニア新幹線トンネルを掘ることを認めるものである

が、請求人に許諾を求めないまま、請求人の土地の下にトンネルを掘ることは、請求人の土地の所有

権の侵害である。	

請求人は、このトンネルについての説明を事業者からは受けておらず、また説明会の案内も受けて	

いない。どのような構造物ができ、どのような影響が予測されうるのかなどについて、将来トンネル

の直上に居住することになる請求人に、個別に説明するべきである。これらを行わないでなされた本

件処分は、本法１９条に違反し、違法、不当であり、取り消されるべきである。	
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④		事業者は、地盤沈下や家屋のひび・傾き、電磁波による悪影響、振動・騒音などが発生した場合の、	

被害補償の対策を明示すべきであるところ、これらの対策が明示されていない本事業は、本法５条、

６条２項三号、１６条四号、五号、六号、１９条に違反し、違法、不当であり、本件処分の認可は取

り消されるべきである。	

	

⑤		本件処分は、本法に基づくものであるが、本法は憲法２９条に違反し無効であり、従って無効な本

法に基づく本件処分は違法であり、取り消されるべきである。	

本法は、大深度地下が土地の所有者が通常使用しない深さであり、地表にも影響が及ばないという理

由により、所有者に無断で大深度地下を使用できるとするものである。	

しかし、大深度地下といえども、地表の土台を形作っているもので、常に「利用」しているのである

し、地表に影響が及ばないどころか、直径１４ｍのトンネルが地下に掘られることによって、影響が

地表に及ばないという保証はない。現に、トンネルが掘られている周辺では、振動、騒音、電磁波の

問題が現れている上、地盤沈下や陥没事故、地下水の枯渇、川水の減水や汚染など様々な事故が発生

している。	

以上のように、大深度地下の使用は、地表に影響を及ぼさないという本法の大前提は誤りである。

それどころか、住宅地の真下に、施工例のない世界最大級のシールドマシンによって巨大（断面積100

㎡）かつ長大なトンネルを掘る工事そのものが、どのような危険を発生させるか、明らかにされてい

ない。	

	

⑥		本法１条は、「この法律は、公共の利益となる事業による大深度地下の使用に関し、その案件、手続

きなどについて特別の措置を講ずることにより」（本法 1 条）と定め、本法３条は、「…公共の利益と

なる事業を円滑に遂行するため、大深度地下を使用する社会的経済的必要性が存在する地域として政

令で定める地域」と定め、本法１６条３号は、大深度地下使用許可の要件を、「公益上の必要があるも

のであること」としている。	

ところで、本事業者は、本件事業の目的として、「首都圏の渋滞緩和、環境改善や円滑な交通ネット

ワークの実現」を掲げている。	

しかし、日本人の人口は、年々減少し、2045 年の推定人口は約１億 200 万人となり、中心的な新幹

線使用層である産業人口（１５～６４才）にいたっては、8,000 万人から5300 万人となり、35％も減

少する。このように、首都圏の渋滞緩和（1，5 倍の客数となる）との需要予測、円滑な交通ネットワ

ークの実現は、科学的根拠を欠く想定でしかない。	

また、「環境改善」は、それ自体何を言っているのかわからないし、かえって環境破壊が予想される

ものである。	

リニア新幹線は、新幹線と比べて、品川―大阪間を２０分前後短縮するだけである。電力消費量も膨

大となり、そのために原子力発電を必要とすることになりかねない。	

また、トンネルを掘れば水が出るのは明らかである。特に山は水瓶であるといわれ、水の流れが枯れ

れば水の確保は難しくなる。特にリニア新幹線は品川から目的地まで数多くの活断層を横切る。いっ

たんそこで強い地震が発生したら（その可能性がいつでもどこでもある）、リニア新幹線は重大事故に

遭う危険性が高いといわなければならない。	

さらに、南アルプスに長大トンネルを掘ることは、最大の自然破壊行為である。すでに、山梨実験線

の延伸工事ではトンネル掘削で地下水が枯渇する事態が起きているなど、工事が始まっている地域で

多くの水枯れが発生している。これは、生態系を壊すことである。自然破壊で失われたものは、もは

や人間の力では修繕できない。	

さらにまた、トンネル掘削工事を進めるに当たり、大量の残土の運搬によって道路周辺住民が大きな

被害を蒙り、大量の残土をどこに埋めるか決まっていない。	
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長大な区間のいたるところで、このような問題が起きることは目に見えている。このような大きな

犠牲を払ってまでリニア新幹線が請求人らの生活や未来に必要、即ち公益上の必要があるとはどうし

ても思われない。かえって、大きな負の遺産を残すだけである。	

以上のとおり、本件処分は、冒頭に述べた各条項に違反し、違法、不当であり、本件処分の認可は

取り消されるべきである。	

	

⑦		本法５条は、「大深度地下の使用に当っては、その特性にかんがみ、安全の確保及び環境の保全に特

に配慮しなければならない。」と規定されているほか、６条２項三号で、「安全の確保、環境の保全」

を基本方針とする規定しており、１６条五号で、「事業計画が基本方針に適合するものであること」と

規定している。	

本事業の工事によって、上述のような様々な、かつ深刻な環境被害及び安全に問題が発生する可能性

が高く、現に工事を行っている地域において、環境破壊や安全性に問題のある事例が発生しているの

で、本事業は、これらの規定を尊守していないし、将来もその可能性が大きい。また、事業者は環境

影響評価法を尊守していない。	

従って、本件処分は本法５条、環境影響評価法に違反し、違法であり、取り消されるべきである。	

	

⑧	 請求人ら計画沿線住民は、これまで、上記の様々な問題について、事業者から具体的で詳細な説明を

受けていない。本法が、高深度という未知の世界を使用するにあたって、いやが上にも慎重に対応す

べきであることは明らかである。本件処分は、憲法や前述の法律および本法に違反し、請求人らの提

起した問題点の指摘をことごとく無視したまま、事業者の言い分を鵜呑みにして本件処分を行ったも

のである。	

２０１４年３月２５日までに、事業者の作成した環境影響評価準備書に対する１都６県の知事意見書、

２４自治体からの厳しい意見書が出揃った。事業者は、これらの意見書を受け、準備書を修正したと

する環境影響評価書を国交省に提出した。	

しかし、この評価書には、準備書に対する意見書に対する応答は、殆どなされなかった。	

評価書に対し、環境省から異例の意見書が出された。続いて、国交省からもこれと同様の内容の意見

書が出された。しかし事業者は、この内容の殆どに応答せず、国交省も、事業者のアセスが実に杜撰

なまま、環境影響評価法に違反した評価書を基に使用を認可したのである。	

以上の事情を十分考慮の上、適正な判断をなされるよう、強く要請する。	

	

６．本件処分庁の教示の有無	 	 	 なし	

	

７．口頭での意見陳述を	 	 申し出る	 	 申し出ない	

	

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 以上	


